
（対象年度：令和4年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力 資金繰り状況

都道府県名 団体名

熊本県 芦北町

財政力指数 0.35 標準財政規模（百万円） 6,378

R5.1.1人口(人) 15,724 令和4年度職員数(人) 198

面積（K㎡) 234.01 人口千人当たり職員数(人) 12.6

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的な
債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 19,316 2,109 10.9% 10,269 53.2% 6,932 35.9% 1,389 16.5% 2,096 24.9% 4,918 58.5%

H27年 17,661 1,886 10.7% 8,716 49.4% 7,056 40.0% 1,224 15.5% 1,804 22.9% 4,845 61.5%

R2年 15,681 1,619 10.3% 7,032 44.8% 7,030 44.8% 1,082 15.3% 1,620 23.0% 4,355 61.7%

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

熊本県平均
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2% 23.4% 73.4%

13.2% 55.4% 31.4% 8.6% 21.1% 70.2%

財務状況把握の結果概要 九州財務局理財部融資課

◆対象団体

◆基本情報
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※平均値は、いずれもR3年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R3年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR3年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年・月）」として単純平均している。

（R4年度） 芦北町 全国平均 類似団体平均

芦北町 全国平均 類似団体平均 芦北町 全国平均 類似団体平均

芦北町 全国平均 類似団体平均 芦北町 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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＜参考指標＞

＜財務指標＞

（単位：年） （単位：月）

（単位：月） （単位：％）

健全化判断比率 芦北町 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 14.3% 20.0% 

連結実質赤字比率 - 19.3% 30.0% 

実質公債費比率 4.6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 6.9年 9.1年 3.1年 4.2年 3.9年

実質債務月収倍率 7.1月 7.9月 7.2月 7.8月 8.7月

積立金等月収倍率 7.3月 6.7月 5.6月 6.7月 7.4月

行政経常収支率 8.5% 7.2% 18.9% 15.6% 18.3%

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
（参考）

熊本県
平均値

5.8年 4.1年 4.0年

6.6月 6.5月 7.9月

6.2月 7.1月 7.2月

14.6% 15.3% 17.3%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅳ－２

プライマリー・バランス（基礎的財政収支）５ヵ年推移

芦北町

※ プライマリー・バランス ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 1,835 1,994 1,861 1,846 2,095 21.2% 2,365 26.9%

　地方譲与税・交付金 450 448 528 578 574 5.8% 646 7.3%

　地方交付税 3,906 3,693 5,102 4,803 4,468 45.3% 2,983 33.9%

　国（県）支出金等 1,410 1,535 2,751 2,840 2,329 23.6% 2,261 25.7%

　分担金及び負担金・寄附金 119 104 80 77 82 0.8% 254 2.9%

　使用料・手数料 276 284 208 190 203 2.1% 157 1.8%

　事業等収入 115 113 108 109 111 1.1% 126 1.4%

行政経常収入 8,110 8,171 10,639 10,442 9,861 100.0% 8,791 100.0%

　人件費 1,845 1,836 1,828 1,774 1,741 17.7% 1,608 18.3%

　物件費 1,305 1,417 1,715 1,528 1,710 17.3% 1,555 17.7%

　維持補修費 79 54 78 65 87 0.9% 149 1.7%

　扶助費 1,617 1,669 1,734 2,067 1,707 17.3% 1,677 19.1%

　補助費等 1,355 1,385 2,059 2,145 1,614 16.4% 1,528 17.4%

　繰出金（建設費以外） 1,145 1,155 1,161 1,189 1,149 11.7% 921 10.5%

　支払利息 74 62 50 43 45 0.5% 38 0.4%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 7,419 7,578 8,624 8,811 8,055 81.7% 7,476 85.0%

行政経常収支 691 593 2,015 1,631 1,807 18.3% 1,315 15.0%

　特別収入 81 133 3,095 4,016 1,369 205

　特別支出 56 43 5,308 5,448 1,983 152

行政収支（A） 717 683 ▲198 199 1,193 1,367

■投資活動の部■

　国（県）支出金 332 434 748 283 489 56.7% 331 36.9%

　分担金及び負担金・寄附金 104 147 298 243 134 15.5% 241 26.9%

　財産売払収入 31 5 3 3 12 1.4% 16 1.7%

　貸付金回収 22 22 26 28 27 3.1% 39 4.4%

　基金取崩 371 548 656 153 201 23.3% 270 30.1%

投資収入 860 1,157 1,731 709 862 100.0% 897 100.0%

　普通建設事業費 1,453 1,852 1,958 1,196 2,162 250.7% 1,332 148.5%

　繰出金（建設費） － － － 0 0 0.0% 14 1.5%

　投資及び出資金 － － － － － 0.0% 33 3.6%

　貸付金 22 22 29 24 23 2.7% 73 8.1%

　基金積立 103 157 514 266 274 31.8% 463 51.6%

投資支出 1,578 2,031 2,501 1,486 2,459 285.2% 1,914 213.4%

投資収支 ▲719 ▲875 ▲770 ▲777 ▲1,596 ▲185.2% ▲1,017 ▲113.4%

■財務活動の部■

　地方債 897 1,184 2,395 2,280 1,619 100.0% 1,009 100.0%

  （うち臨財債等） (251) (180) (195) (268) (71) (273)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 897 1,184 2,395 2,280 1,619 100.0% 1,009 100.0%

　元金償還額 941 948 980 996 1,046 64.6% 917 90.9%

　（うち臨財債等） (338) (357) (376) (393) (396) (353)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 941 948 980 996 1,046 64.6% 917 90.9%

財務収支 ▲44 236 1,415 1,284 573 35.4% 92 9.1%

収支合計 ▲46 45 447 706 170 442

償還後行政収支（A-B) ▲224 ▲264 ▲1,178 ▲797 147 450

■参考■

実質債務 4,824 5,406 6,388 6,852 7,183 4,605

（うち地方債現在高） (9,773) (10,009) (11,424) (12,708) (13,281) (9,254)

積立金等残高 4,950 4,603 5,036 5,856 6,098 4,770

※類似団体平均値は、各団体のR３年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
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　※債務償還可能年数・・・R4年度の債務償還可能年数は、3.9年と診断基準（15.0年）を下回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常収支率を利用して、
ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　実質債務月収倍率は、直近5年間においてH30～R3年度は7.0月台で推移しており、R4年度は8.7月と診断基準（18.0月）を下
回っていることから、債務高水準の状況にはない。
　当該理由としては、従来から当該年度の元金償還額を上回らないよう地方債発行額の抑制に努めるとの方針により地方債現在
高は減少してきたものの、R1年度以降は、総合コミュニティセンター建設事業やR2年7月豪雨による災害復旧関連事業に伴う起債
により地方債現在高が増加した一方で、地方債償還に備えた減債基金や災害復興の財源とするその他特定目的基金の積み上
げによる積立金等も増加したことから実質債務が微増に止まったものと考えられる。

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　行政経常収支率は、直近5年間においてH30～R1年度は、診断基準（10.0%)を下回っているものの、R2年度以降は15.0％～
19.0％前後を推移し、R4年度は18.3％と診断基準を上回っていることから、収支低水準の状況にはない。
　当該理由としては、H30～R1年度はH29年度以前に比べて合併算定替終了（H27年度）に伴う地方交付税の減少により行政経常
収入が減少した一方で、物件費や扶助費などの行政経常支出が増加したことなどから行政経常収支率が低下したものの、R2年
度以降は、新型コロナウイルス感染症対策関連の国庫支出金及びR2年7月豪雨による災害復旧事業の特別交付税が増加したた
め行政経常収入の増加幅が行政経常支出より大きかったことにより行政経常収支率が上昇したものと考えられる。

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）及び
フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面(資金繰り余力としての積立金等の水準）
積立金等月収倍率は、直近5年間においてH30～R2年度は低下しているがR3年度以降は上昇しており、R4年度は7.4月と診断基
準（3.0月）を上回っていることから、積立低水準の状況にはない。
　当該理由としては、H30～R2年度においては積立金等残高は横ばいで推移しているものの、R1年度は鉄道建設（新幹線の構造
物分）にかかる総務大臣配分特例措置の終了により固定資産税（償却資産）が増加したこと及びR2年度は新型コロナウイルス感
染症対策関連の国庫支出金と豪雨による災害復旧事業の特別交付税が増加したことなどから行政経常収入が増加したため積立
金等月収倍率は低下したが、R3年度以降は地方債償還に備えた減債基金や、災害復興に係る財源とするその他特定目的基金
が増加したことなどから、積立金等残高が増加したことによるものと考えられる。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり。

芦北町

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
類似団体

平均値

全国

平均値

債務償還可能年数 6.9年 9.1年 3.1年 4.2年 3.9年 5.8年 4.1年

実質債務月収倍率 7.1月 7.9月 7.2月 7.8月 8.7月 6.6月 6.5月

行政経常収支率 8.5％ 7.2％ 18.9％ 15.6％ 18.3％ 14.6% 15.3%

※平均値は、いずれもR3年度

類似団体区分

町村Ⅳ－２

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
類似団体

平均値

全国

平均値

積立金等月収倍率 7.3月 6.7月 5.6月 6.7月 7.4月 6.2月 7.1月

行政経常収支率 8.5% 7.2% 18.9% 15.6% 18.3% 14.6% 15.3%

類似団体区分

町村Ⅳ－２

※平均値は、いずれもR3年度

財務上の留意点

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ

　債務償還可能年数15年以上

　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金

　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

定義

債務高水準

①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
　行政経常収支率10%未満



【今後の見通し】

〇ヒアリングにより確認したストック・フロー面の見通しについて

〇償還後行政収支について
　償還後行政収支は、H30～R3年度まで赤字であったが、R4年度は黒字に転じており現時点で留意すべき状況にはない。将来的には、人口減
少に伴い町民税や地方交付税が減少の見込みであることから、行政経常収入が減少する見通しである。さらに、防災拠点センター建設事業や
防災行政無線更新事業等の大型事業が予定されていることから元金償還額の増加により財務支出が増加する見通しである。これらの要因か
ら償還後行政収支が再び赤字に転じることも懸念される。今後の財政の中長期的な持続可能性を判断する上で、引き続き償還後行政収支に
留意する必要がある。

　※償還後行政収支とは、行政収支で地方債償還（財務支出）を賄えているかを表すもの。
　　　償還後行政収支＝行政収支－財務支出
　　　　　　　　　　　　　 ＝（行政経常収支+特別収入-特別支出）-元金償還額

〇収入増加・支出削減の取組みについて
　自主財源確保のため全庁的な取組みを行った結果として、町民税徴収率98％以上の高水準を達成している。また、企業誘致や積極的な雇
用促進を図る目的として制定した条例により、固定資産税（償却資産）の安定的な確保が得られている。支出削減の取組みとしては農業集落
排水事業において適切な事業計画を立案し、H17年度（合併時）と比較し64百万円の繰出金削減が達成されている。
　このような状況の中、今後の見通しによれば、町民税などの行政経常収入が減少する見込みであることから、行政経常収支は減少する見通
しであるものの、総合計画の基本理念である「すべては、次代を担う子どもたちのために」の下、貴町が現在取り組んでいる入学金や教科書購
入費等の補助をはじめとした芦北高校総合支援事業や人口減少対策としての児童福祉事業といった各種施策の実現のためにも財源確保は
不可欠となっている。
　そのため、現状の収入増加・支出削減の取組みに加え、ふるさと納税事業などの自主財源の確保に積極的に取り組むことにより、健全な財
政運営が行われることを期待したい。

【その他の留意点等】

３．財務の健全性等に関する事項
芦北町

今後の見通し

行政経常収支（C－D） 減少 主として行政経常収入（C）の減少の影響が大きいことから行政経常収支は減少する見通し。

実質債務（A－B） 増加 概ね、地方債現在高（A）は増加、積立金等残高（B）は減少であることから増加する見通し。
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行政経常収入（C） 減少

・町民税（個人）は、就業人口が減少することに伴い減少する見通し。
・固定資産税は、地価の下落要因と積極的な企業誘致による増加要因を見込むため全体では横ばいの見通し。
・地方交付税は、人口減少に伴い減少する見通し。
・国（県）支出金等は、災害を見込んでいないため減少する見通し。

行政経常支出（D） 減少

・人件費は、定年年齢引上げにより増加する見通し。
・物件費は、コミュニティセンター新設に伴う備品・図書購入費や新型コロナウイルスワクチン個別接種分予防接種委託な
どの特殊事情を今後見込まないことから減少する見通し。
・扶助費は、老年人口数の減少に伴い社会福祉費の減少を見込んでいるものの、児童福祉への注力により全体では横ばいと
なる見通し。
・補助費等は、コロナ対策関係の各給付金事業が今後は予定が無いため減少する見通し。
・繰出金（建設費以外）は、コロナ禍の診療控えにより減少していたが、以前の水準に戻ると見込むため増加する見通し。

備考

 

ス

ト

ッ

ク

面

地方債現在高（A） 増加 災害復旧事業（～R6年度）や防災関連事業等の大型事業に伴う起債が予定されていることから、増加する見通し。

積立金等残高（B） 減少

【財政調整基金】
　残高目標水準が標準財政規模の20%を達成している間は積立ての計画は無く、災害等の財政出動を要する案件に対して
　のみ取り崩すとしており、現時点では今後の取り崩し予定は無いことから増減の大きな変化はない見通し。
【減債基金】
　災害復旧関連事業や大型事業に伴う起債の償還のために取り崩すことから減少する見通し。
【その他特定目的基金】
　基金の造成目的に沿って取り崩すことから減少する見通し。



●計数補正（R2年度）

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

（百万円）

№ 区分 金　額 補　正　理　由

1 行政収入 ▲1,682

2 行政支出 ▲1,682

3 行政収入 1,682

4 行政支出 1,682

年度 計数補正前 計数補正後

R2 3.1年 3.1年

R2 6.2月 7.2月

R2 4.9月 5.6月

R2 16.3% 18.9%

○財務指標への影響

科　　　目

国（県）支出金等（国庫支出金）

補助費等（その他）

行政特別収入（その他）

行政特別支出（その他）

特別定額給付金給付事業費補助金及び事業費は、臨時
的かつ多額な収入・支出であるため、特別収入・支出
に振替えを行った。

財務指標

債務償還可能年数

実質債務月収倍率

積立金等月収倍率

行政経常収支率

芦北町


